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要約 

「化石燃料ファイナンス成績表 2021」は、世界の民間銀行と投資銀行の 60 行による化石燃料産業への

資金提供（融資あるいは株式・債券発行の引受で主幹事銀行など主導的な役割を果たした金額の合

計）を分析した報告書である。分析の結果、対象の 60 銀行は 2016 年から 2020 年の期間、化石燃料

事業に合計で約 3 兆 8,000 億ドルを提供したことが明らかになった。新型コロナウイルス感染拡大による

化石燃料の需要と世界的な生産減少に伴い、2020 年の化石燃料事業への資金提供は 9％も減少し

た。それでも 2020 年の金額は、パリ協定が採択された翌年の 2016 年よりも多かった。過去 5 年における

化石燃料ファイナンスの全体傾向は、依然として悪い方向に向かっている。銀行には、従来通りのビジネス

に 2021 年に戻らないようにするために、化石燃料への資金提供を 2020 年の減少水準にとどめるような方

針を確立する必要性が高まっている。  

JP モルガン・チェースの 2020 年における化石燃料事業全体への融資・引受額は前年度に比べて大幅に

減少したものの、2021 年版でもパリ協定以降の世界ワースト銀行だ。世界 2位にはシティが続き、3位が

ウェルズ・ファーゴ、4位がバンク・オブ・アメリカ、5位がロイヤル・バンク・オブ・カナダ（RBC）、6位が三菱

UFJ フィナンシャル・グループ（MUFG）である。地域別上位銀行は、ヨーロッパではバークレイズ、中国では

中国銀行だった。 

本報告書はまた、化石燃料事業を拡大している上位 100社への資金提供も調査した。その結果、過去

5 年の融資・引受額が最も大きい銀行は JP モルガン・チェース、シティ、バンク・オブ・アメリカで、パリ協定

への支持を表明しているにもかかわらず 2020 年の資金提供額が大幅に増加したことも明らかになった 。 

また「化石燃料ファイナンス成績表 2021」は、化石燃料への資金提供を制限するといった、将来を見据え

た与信方針についても評価を行った。その結果、ウニクレディトの方針が総合的に最も厳しいことがわかっ

た。しかし評価点数は満点の半分にしか達していなく、化石燃料産業への資金提供からの撤退には依然

として程遠いことも分かった。 

さらに本報告書は、主要化石燃料部門上位企業への融資・引受と与信方針を評価し、銀行の資金提

供によって被害を受けている世界各地のコミュニティの事例を詳述している。 

 



 

 

● オイルサンド：トロント・ドミニオン（TD）と RBC を筆頭とするカナダの銀行、そして JP モルガン・チェ

ースが、2016 年から 2020 年の期間の最大の融資・引受元である。中でも、カナダ・アルバータ州

から米国ウィスコンシン州に原油を輸送する「ライン 3」石油パイプラインは、銀行の資金提供がオ

イルサンド事業拡大と先住民族の権利侵害を後押ししている一例である。 

● 北極圏の石油とガス：銀行は北極圏の石油・ガス開発事業への直接金融を制限したため、近

年、この部門での銀行の方針強化は進展を見せた。 しかし JP モルガン・チェース、中国工商銀

行（ICBC）、中国民生銀行、バークレイズはパリ協定以降も、北極圏で大規模事業を行っている

企業への最大の融資・引受元である。 

● 海洋の石油・ガス：BNP パリバは非在来型の石油およびガス部門に関して厳しい方針があるもの

の、石油メジャーへの使途が特定されていない資金提供により、海洋の石油・ガス部門への過去

5 年の融資・引受額でワースト銀行となった。 

● シェールオイル・ガス：アルゼンチンの Vaca Muerta シェール（頁岩）フィールド開発から、マウンテン・

バレイ（MountainValley）やコースタル・ガスリンク（CoastalGasLink）などのパイプライン開発まで、

シェールオイル・ガス部門は権利および気候変動への影響に加え、地域コミュニティに健康被害を

もたらす。ウェルズ・ファーゴや JP モルガン・チェースなどの米国の銀行がシェールオイル・ガス部門へ

の融資・引受を独占している。北米の銀行以外では、バークレイズ、MUFG、みずほフィナンシャル

グループ（みずほ）が大きな融資・引受元となっている。 

● 液化天然ガス（LNG）：天然ガスが今後数十年にわたって移行期の燃料の役目を果たすという誤

った認識を反映し、大手 LNG企業 30社への 2020 年の銀行融資・引受額は、パリ協定採択

以降で最多となった。この部門で融資・引受額が過去 5 年で最も多いモルガン・スタンレー、シテ

ィ、JP モルガン・チェースには LNGへの資金提供を制限する方針がない。 

● 石炭採掘：中国の興業銀行、中国建設銀行、中国銀行が石炭採掘の融資・引受を牽引して

いるが、この部門への資金提供を制限する方針はない。 BNP パリバ、BPCE /ナティクシス、クレ

ディ・ミュチュエル、ウニクレディトには、この部門で最も厳しい石炭採掘を制限する方針がある。 

● 石炭火力発電：パリ協定後の石炭火力発電への資金提供は、中国銀行、中国工商銀行

（ICBC）、中信銀行が牽引している。本報告書全文（英語）では、複数の石炭火力発電事業の

事例に焦点を当てている。気候の制約を受ける世界状況にもかかわらず、特に中国と日本の銀

行が新規石炭火力発電事業を支援していることを示している。 

本報告書はまた、資金提供に関わる二酸化炭素排出量を「2050 年までにネットゼロ」に削減するという銀

行の相次ぐコミットメントの評価、そして資金提供に関わる排出量の測定および開示といった関連方針につ

いても評価を行っている。加えて、銀行は化石燃料への資金提供を 2021 年に改善しない限り、2050 年

までの気候変動コミットメントに真剣に取り組む銀行は一つもないことを強調している。さらに、銀行が真剣

に取り組むことを証明しない限り、「ネットゼロ」の「ネット（正味）」によって、大量のカーボンオフセットや将来

の炭素回収計画に関する非現実的仮定に基づき、科学が求める排出目標に達しない余地を与えてしま

うことや、カーボンオフセットと炭素市場と関連して起こることの多い権利侵害や不正行為が起きる余地を

残す可能性がある。 

 

報告書本文および詳細は以下の特設サイトを参照ください（英語）： bankingonclimatechaos.org 

 



 

 

「化石燃料ファイナンス成績表」 

化石燃料への融資・引受額ランキング（2016 年〜2020 年、単位：米ドル、B=十億、M=百万）  

 

 
 


